
会　計 当初予算額 前年度比増減
国民健康保険特別会計 67億8,000万円 △1.9%
土地取得特別会計 2億5,340万円 1.7%
育英奨学事業特別会計 2,150万円 5.9%
介護保険
特別会計

（保険事業勘定） 59億7,800万円 △2.1%
（サービス事業勘定） 2,170万円 △40.2%

後期高齢者医療事業
特別会計 12億4,800万円 3.7%

合　計 143億 260万円 △1.5%

会　計
当初予算額 前年度比増減

収益的収支 資本的収支 収益的収支 資本的収支

水道事業会計
収入 15億1,559万円 4億1,572万円 △0.9% 33.3%

支出 14億8,051万円 8億9,413万円 △3.0% 25.6%

下水道事業会計
収入 24億8,485万円 8億4,356万円 4.3% 11.9%

支出 24億6,832万円 16億7,238万円 4.5% △2.9%

病院事業会計
収入 3億 66万円 1億6,797万円 15.4% 1.8%

支出 1億8,018万円 2億2,793万円 28.3% 1.9%

市
債・基
金
残
高
の
推
移（
全
会
計
）

　
令
和
７
年
度
末
の
市
債（
借
金
）残

高
見
込
み
は
、全
会
計
で
令
和
６
年
度

末
見
込
み
か
ら
15
億
円
減
の
5
0
4

億
円
で
す
。こ
れ
は
市
債
を
充
て
る
普

通
建
設
事
業
費
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、

借
り
る
額
が
返
済
す
る
額
を
下
回
る

た
め
で
す
。

　
基
金（
貯
金
）残
高
見
込
み
は
、
全

会
計
で
1
0
3
億
円
で
あ
り
、今
後
も

適
切
な
運
用
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

特
別
会
計
の
状
況

　
特
別
会
計
と
は
、
一
般
会
計
と
分

離
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
保
険
料
や
使

用
料
な
ど
で
運
営
す
る
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
こ
と
で
す
。

公
営
企
業
会
計
の
状
況

　
公
営
企
業
会
計
と
は
、
民
間
企
業

と
同
じ
考
え
方
に
基
づ
い
て
会
計
処

理
す
る
も
の
で
、
市
で
は「
地
方
公
営

企
業
法
」に
従
っ
て
経
理
を
行
っ
て
い

る
、
水
道
事
業
・
下
水
道
事
業
・
病

院
事
業
の
3
事
業
が
該
当
し
ま
す
。

問�

財
政
課
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「守山に住んでいて良かった」と実感できるサステナブルなまちづくり
～将来を見据えた大規模プロジェクト（攻め）と市民に身近で寄り添った施策（守り）～

令和7年度当初予算額 一般会計 368億2,000万円
（前年度比3.7％増）

特別会計　（5会計） 143億260万円
（前年度比1.5％減）

企業会計（３会計） 69億2,344万円
（前年度比3.6％増）

　
市
税
は
、
所
得
金
額
、
納
税
義
務
者
数
の
増
お
よ
び
定
額
減
税
に
伴
う
減
収

分
の
皆
減
に
よ
る
個
人
市
民
税
の
増
や
大
手
法
人
の
増
収
を
見
込
ん
だ
こ
と
に

よ
る
法
人
市
民
税
の
増
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比
９
億
9
、1
9
4
万
円
増

（
7
·
3
％
増
）の
1
4
5
億
9
、7
2
5
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。
市
債
は
、
新

庁
舎
整
備
事
業
な
ど
の
建
設
事
業
債
の
減
に
よ
り
、前
年
度
比
３
億
6
、9
9
0

万
円
減（
18
·
9
％
減
）の
15
億
8
、2
6
0
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

目的別分類
どのような分野にどれだけ使う予定であるかを示
したもの。

◆目的別で見たポイント
　土木費は、立入公園整備事業などの減少により、前年
度比27.３％の減額となっています。
　消防費は、主に北消防署出張所建替整備事業の減少
により、前年度比１３.１％の減額となっています。
　教育費は、中学校体育館空調設備整備事業、速野小学校
長寿命化改良事業、守山市民ホール大規模改修設計業務
などの増加により、前年度比2１.５％の増額となっています。

市税
145億 9,725万円
（39.6％）

自
主
財
源

依
存
財
源

歳入
368.2億円

195億
3,762万円
（53.0％）

172億
 8,238万円
（47.0％）

地方特例交付金
1億 2,500万円（0.3％）

使用料および手数料
4億 5,351万円（1.2％）

分担金および負担金
3億 6,448万円（1.0％）

財産収入、寄付金、繰越金
4億 6,284万円（1.2％）繰入金

23億 1,602万円
（6.3％）

諸収入
13億 4,352万円
（3.7％）

地方交付税
35億 5,000万円
（9.6％）

国庫支出金
65億 3,139万円
（17.7％）

県支出金
28億 6,239万円
（7.8％）

市債
15億 8,260万円
（4.3％）

地方譲与税、
県税交付金

26億 3,100万円
（7.3％）

議会費
2億 4,697万円

（0.7％）

予備費
2,000万円
（0.1％）

総務費
46億 

7,325万円
（12.7％）

農水産業費
3億 2,428万円
（0.9％）

農水産業費
3億 2,428万円
（0.9％）

土木費
25億 823万円
（6.8％）

消防費
11億 7,030万円
（3.2％）

教育費
44億 7,396万円
（12.1％）

公債費
29億

 689万円
（7.9％）

衛生費
34億

 7,364万円
（9.4％）

労働費
5,050万円（0.1％）

商工費
3億 4,519万円
（0.9％）

商工費
3億 4,519万円
（0.9％）

民生費
166億 2,679万円
（45.2％）

歳出（目的別）
368.2億円

歳出（性質別）
368.2億円

義
務
的
経
費

そ
の
他

投
資
的
経
費

人件費
65億 2,336万円

（17.7％）

公債費
29億 689万円

（7.9％）

扶助費
109億 752万円

（29.6％）

物件費
64億 8,420万円

（17.6％）

維持補修費
3,534万円

（0.1％）

補助費など
39億 9,425万円

（10.9％）

繰出金
25億 7,087万円

（7.0％）

30億 1,862万円
（8.2％）　　 

普通建設事業費
30億 1,862万円
（8.2％）　　 

203億 
3,777万円
（55.2％）

134億 
6,361万円
（36.6％）

その他
3億 7,895万円

（1.0％）
30億

 1,862万円
（8.2％）

性質別分類
どのような費用（コスト）として使う予定であるかを
示したもの。

◆性質別で見たポイント
　物件費は、守山市民ホール大規模改修設計業務、予防接種事業費、
幼稚園外部搬入給食委託の増などにより、前年度比１2.５％の増額と
なっています。
　扶助費は、児童手当（高校生年代拡充分）の通年化、生活保護費、障害
福祉サービスの増などにより、前年度比１３.１％の増額となっています。
　普通建設事業費は、新庁舎整備事業、立入公園整備事業の減など
により、前年度比2８.１％の減額となっています。

一
般
会
計
歳
出
の
状
況

一
般
会
計
歳
入
の
状
況

令和7年度 予算の概要

歳
出（
性
質
別
）の
用
語
解
説

義
務
的
経
費

　

�

そ
の
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
、

簡
単
に
削
減
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
経
費
。人
件
費
、扶
助
費
、

公
債
費
で
構
成
さ
れ
る

投
資
的
経
費（
普
通
建
設
事
業
費
）

　

�

そ
の
支
出
の
効
果
が
資
本
形
成

に
向
け
ら
れ
、
施
設
や
将
来
に

残
る
も
の
に
対
し
て
支
出
す
る

経
費
。
道
路
や
学
校
、
公
園
な

ど
の
整
備
に
か
か
る
費
用
な
ど

人
件
費

　

�

職
員
の
給
料
や
退
職
手
当
な
ど

に
か
か
る
費
用

扶
助
費

　

�

児
童
手
当
や
福
祉
医
療
助
成
な

ど
に
か
か
る
費
用

物
件
費

　

�

旅
費
、委
託
料
な
ど
の
消
費
的

な
経
費

維
持
補
修
費

　

�

施
設
の
補
修
な
ど
に
か
か
る
費
用

補
助
費
な
ど

　

�

補
助
金
や
負
担
金
、
税
金
の
還

付
な
ど
に
か
か
る
費
用

繰
出
金

　

�

一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
な
ど

へ
支
出
す
る
費
用

　令和７年度の当初予算は、「守山に住んでいて良かった」と実感できるサステナブルなまちづくりを着実に進めるべく、「将来を
見据えた大規模プロジェクト（攻め）」と同時に、「市民に身近で寄り添った施策（守り）」を合わせて進めるための事業を計上しまし
た。一般会計の予算規模は368.2億円で前年度比3.7％増となり、過去最大の当初予算となりました。

歳
入
の
用
語
解
説

市
税

　

�

市
民
の
皆
さ
ま
や
市
内
に
事
業
所
を
持

つ
法
人
な
ど
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
税
金

繰
入
金

　

�

一
般
会
計
、
特
別
会
計
お
よ
び
基
金
の

間
で
、
相
互
に
資
金
運
用
を
す
る
お
金�

諸
収
入

　

�

延
滞
金
、
預
金
利
子
、
貸
付
金
元
利
収

入
、
雑
入
な
ど
の
お
金

地
方
譲
与
税
・
県
税
交
付
金

　

�

国
税
お
よ
び
県
税
の
一
部
を
使
途
を
決
め

ず
に
地
方
公
共
団
体
に
配
分
さ
れ
る
お
金

地
方
交
付
税

　

�

国
税
の
一
部
を
使
途
を
決
め
ず
に
地
方

公
共
団
体
に
配
分
さ
れ
る
お
金

国
庫
支
出
金

　

�

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
や
負
担
金

な
ど

県
支
出
金

　

�

県
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
や
負
担
金

な
ど

市
債

　

�

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
を
行
う
際
に
借

り
る
お
金
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